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1.  平成21年6月期第2四半期の業績（平成20年7月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年6月期第2四半期 650 ― △398 ― △393 ― △265 ―

20年6月期第2四半期 616 1.5 △358 ― △356 ― △231 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年6月期第2四半期 △62.61 ―

20年6月期第2四半期 △54.45 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年6月期第2四半期 4,278 2,613 61.1 615.97
20年6月期 4,270 2,939 68.8 692.39

（参考） 自己資本   21年6月期第2四半期  2,613百万円 20年6月期  2,939百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年6月期 ― 0.00 ― 13.00 13.00
21年6月期 ― 0.00 ――― ――― ―――

21年6月期（予想） ――― ――― ― 11.00 11.00

3.  平成21年6月期の業績予想（平成20年7月1日～平成21年6月30日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  

  詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】3.業績予想に関する定性的情報をご覧ください。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,100 △4.0 220 △31.9 220 △36.1 100 △36.7 23.56

4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】4.その他をご覧ください。  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】4.その他をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年6月期第2四半期  4,259,200株 20年6月期  4,259,200株

② 期末自己株式数 21年6月期第2四半期  16,125株 20年6月期  14,118株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年6月期第2四半期  4,244,746株 20年6月期第2四半期  4,246,778株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不安定な要素を含んでいます。実際の業績等は、今後様々な要因によ
り、上記予想と異なる場合があります。 
２．当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しています。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しています。  
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．経営成績に関する定性的情報 

当第 2 四半期累計期間におけるわが国の経済は、金融危機に端を発した世界同時不況に加え、急激な円高の進

行、株価下落等により、企業業績の悪化、設備投資・個人消費の縮減など、急速に景気悪化の様相を呈してきま

した。 

建設コンサルタント業界においては、公共事業予算の継続的な縮減、道路特定財源問題による発注の抑制、価

格競争の激化など、さらに厳しい状況で推移しています。 

その中で、第2次長期プラン（平成20年 6月期～25年 6月期の6年間）の実現に向け、「基本は技術」、「福山

オリジナル」の行動指針のもと、品質の確保と受注の拡大を最重要課題として業績の向上に努めています。 

平成20年7月には、全社横断的な「環境マネジメント事業部」を発足させ、環境アセスメント業務等の受注・

業務処理体制を整備するとともに、受注体制の強化のため、同月には高知営業所を、10月には茨城営業所を開設

しました。 

当社は、官公庁の会計年度末に完了・納入する業務が大半を占める関係上、売上高は第４四半期に集中します。

そのため、例年第３四半期までは経常損失、第４四半期で経常利益となることが常態となっています。 

当第 2 四半期会計期間における受注高は、国土交通省を中心に道路特定財源関連法案の成立の遅れによる発注

抑制が影響し44億 46百万円となり、売上高は前期からの繰越業務を確実に竣工したこともあって6億50百万円

となりました。 

損益面では、長期プランに基づく積極的な中途採用による人件費の増加もあって、経常損失は 3 億 93 百万円、

四半期純損失は2億65百万円となりました。 

 

２．財政状態に関する定性的情報 

（１）財政状態 

（資 産） 

   総資産は、前事業年度末と比べ8百万円増加し、42億 78百万円となりました。 

増減の内訳は、未成業務支出金の増加10億 85百万円、繰延税金資産の増加1億58百万円、建設仮勘定の増

加72百万円、現金及び預金の減少14億8百万円などが主なものです。 

（負 債） 

   負債は、前事業年度末と比べ3億34百万円増加し、16億 65百万円となりました。 

増減の内訳は、短期借入金の増加6億 50百万円、賞与引当金の増加41百万円、納税による未払法人税等の

減少1億53百万円などが主なものです。 

（純資産） 

   純資産は、前事業年度末と比べ3億25百万円減少し、26億 13百万円となりました。 

増減の内訳は、四半期純損失2億65百万円、剰余金の配当による減少55百万円などが主なものです。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

現金および現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べ12億8百万円減少し、3億39百万

円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  使用した資金は18億5百万円となりました。 

これは主に、未成業務支出金（たな卸資産）の増加による支出10億 85 百万円、税引前四半期純損失4億 6

百万円、法人税等の支払による1億63百万円の使用によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

獲得した資金13百万円となりました。 

これは主に、定期預金の払戻しによる収入2億円、技術用・管理用コンピューターの購入を中心とした有形

固定資産の取得による支出1億26百万円、投資有価証券の取得による支出50百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

獲得した資金は5億83百万円となりました。 

これは主に、運転資金として短期借入金6億50百万円の調達と、配当金54百万円の支払によるものです。 
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３．業績予想に関する定性的情報 

平成21年6月期の業績予想につきましては、政府の第2次補正予算成立により、これまでの受注減を補うこと

が期待されるものの、売上高としては次年度以降に寄与するものと想定されることから、平成20年 8月 7日に公

表しました平成21年 6月期の業績予想を以下のとおり変更しています。 

        売上高  5,100百万円（当初予想の7.3％減） 

        営業利益  220百万円（当初予想の26.7％減）  

        経常利益  220百万円（当初予想の26.7％減） 

        当期純利益 100百万円（当初予想の23.1％減） 

 
４．その他 

(1) 簡便な会計処理および四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（簡便な会計処理） 

① 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっています。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっています。 
 

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理） 

     該当事項はありません。 

 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しています。また、「四半期財務諸表等規則」

に従い四半期財務諸表を作成しています。 

② 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

棚卸資産の評価については、従来は個別法による原価法によっていましたが、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成18年7月5日 企業会計基準第9号）が第１四半期会計期間から適用され

たことに伴い、個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しています。 

この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

③ リース取引に関する会計基準等の適用 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成5年6月17日 最終改正平成19年3月30日 企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成6年1月18日 

最終改正平成19年3月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期会計期間から早期適用し、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しています。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首

に前事業年度末における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額として取得したも

のとしてリース資産の計上する方法によっています。 

この変更に伴う損益に与える影響は軽微です。 
 



５【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 339,124 1,747,652

完成業務未収入金 127,152 101,107

未成業務支出金 1,575,571 489,949

その他 252,543 79,809

貸倒引当金 △5,000 △5,000

流動資産合計 2,289,392 2,413,518

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 418,536 428,534

土地 931,837 931,837

その他（純額） 217,378 107,150

有形固定資産合計 1,567,752 1,467,522

無形固定資産 42,283 35,838

投資その他の資産   

その他 385,143 359,222

貸倒引当金 △5,800 △5,800

投資その他の資産合計 379,343 353,422

固定資産合計 1,989,379 1,856,783

資産合計 4,278,772 4,270,302

負債の部   

流動負債   

業務未払金 101,537 114,004

短期借入金 650,000 －

未払法人税等 20,628 174,392

未成業務受入金 448,876 410,854

賞与引当金 41,662 －

受注損失引当金 101,852 77,642

その他 136,988 393,452

流動負債合計 1,501,545 1,170,345

固定負債   

退職給付引当金 105,831 112,209

役員退職慰労引当金 48,180 48,510

その他 9,611 －

固定負債合計 163,622 160,719

負債合計 1,665,167 1,331,065
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 589,125 589,125

資本剰余金 543,708 543,708

利益剰余金 1,490,790 1,811,726

自己株式 △5,034 △4,550

株主資本合計 2,618,590 2,940,009

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4,986 △772

純資産合計 2,613,604 2,939,236

負債純資産合計 4,278,772 4,270,302

― 5 ―



(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 650,692

売上原価 599,402

売上総利益 51,289

販売費及び一般管理費 449,418

営業損失（△） △398,128

営業外収益  

受取利息 1,045

その他 5,493

営業外収益合計 6,538

営業外費用  

支払利息 2,083

その他 286

営業外費用合計 2,370

経常損失（△） △393,959

特別損失  

固定資産除却損 229

有価証券評価損 12,290

特別損失合計 12,519

税引前四半期純損失（△） △406,479

法人税、住民税及び事業税 15,978

法人税等調整額 △156,708

法人税等合計 △140,730

四半期純損失（△） △265,749

― 6 ―



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △406,479

減価償却費 57,893

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,378

賞与引当金の増減額（△は減少） 41,662

受取利息及び受取配当金 △1,598

支払利息 2,083

投資有価証券評価損益（△は益） 12,290

売上債権の増減額（△は増加） △26,045

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,085,622

仕入債務の増減額（△は減少） △12,466

その他 △215,888

小計 △1,640,549

利息及び配当金の受取額 1,704

利息の支払額 △2,913

法人税等の支払額 △163,510

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,805,269

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 200,000

投資有価証券の取得による支出 △50,000

有形固定資産の取得による支出 △126,383

その他 △10,190

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,426

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 650,000

配当金の支払額 △54,864

リース債務の返済による支出 △11,126

自己株式の取得による支出 △483

財務活動によるキャッシュ・フロー 583,524

現金及び現金同等物に係る換算差額 △210

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,208,528

現金及び現金同等物の期首残高 1,547,652

現金及び現金同等物の四半期末残高 339,124

― 7 ―
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当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。 

また、当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等規則」に準拠して作成しております。 

 
（４）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 
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「参考資料」 
前年同四半期に係る財務諸表 
（１）中間損益計算書 

区分

Ⅰ　売上高 616,694

Ⅱ　売上原価 525,426

　　売上総利益 91,267

Ⅲ　販売費及び一般管理費 449,416

　　営業損失（△） △ 358,148

Ⅳ　営業外収益 3,433

Ⅴ　営業外費用 1,837

　　経常損失（△） △ 356,553

Ⅵ　特別利益 8,925

Ⅶ　特別損失 7,818

　　税引前中間純損失（△） △ 355,446

　　税金費用 △ 124,210

　　中間純損失（△） △ 231,236

前中間会計期間
(自 平成19年7月1日

 至 平成19年12月31日)

金額(千円)
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（２）中間キャッシュ・フロー計算書 

区分

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税引前中間純損失 △ 355,446

　　貸倒引当金の減少額 △ 8,925

　　減価償却費 47,071

　　退職給付引当金の減少額 △ 32,938

　　役員退職慰労引当金の増加額 4,700

　　賞与引当金の増加額 42,324

　　業務損失引当金の増加額 15,901

　　固定資産の売却・除却損 135

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,515

　　支払利息 1,754

　　為替差損益 △ 81

　　売上債権の減少額 19,699

　　たな卸資産の増加額 △ 1,166,773

　　仕入債務の減少額 △ 121,375

　　未成業務前受金の増加額 157,002

　　その他 △ 209,842

　　小計 △ 1,608,145

　　利息及び配当金の受取額 1,566

　　利息の支払額 △ 2,401

　　法人税等の支払額 △ 96,045

　　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,705,025

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 53,739

　　無形固定資産の取得による支出 △ 10,924

　　子会社株式の取得による支出 △ 3,000

　　貸付金の回収による支出 189

　　その他 △ 740

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 68,214

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　短期借入金による収入 1,580,000

　　短期借入金の返済による支出 △ 980,000

　　自己株式の取得による支出 △ 69

　　配当金の支払額 △ 50,209

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 549,721

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 81

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 △ 1,223,599

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,665,710

Ⅶ　現金及び現金同等物の四半期末残高 442,110

前中間会計期間
(自 平成19年7月1日

 至 平成19年12月31日)

金額(千円)

 




